
．有価証券
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区 分 貸借対照表計上額 決算日における時
価 差 額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国債・地方債等 21¶630¶776¶038円 22¶116¶609¶065円 485¶833¶027円
社債 6¶199¶654¶841円 6¶399¶360¶000円 199¶705¶159円

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国債・地方債等 1¶402¶244¶057円 1¶386¶915¶600円 � 15¶328¶457円
社債 7¶964¶834¶918円 7¶952¶419¶000円 � 12¶415¶918円

合 計 37¶197¶509¶854円 37¶855¶303¶665円 657¶793¶811円

２．時価評価されていない有価証券
\ その他有価証券

内 容 貸借対照表計上額

その他 92¶481¶649円

合 計 92¶481¶649円

] 関係会社株式
関係会社株式で時価のあるものは、ありません。

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

区 分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

{国債・地方債等 7¶013¶000¶000円 13¶066¶000¶000円 3¶026¶150¶000円 0円
|社債 2¶900¶000¶000円 5¶965¶000¶000円 300¶000¶000円 5¶000¶000¶000円

合 計 9¶913¶000¶000円 19¶031¶000¶000円 3¶326¶150¶000円 5¶000¶000¶000円

．不要財産に係る国庫納付
\ 不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

用 途 種 類 帳 簿 価 額

糸満市マルチメディア・テクノセンター譲渡資金 現金及び預金 10¶438¶000円

衛星放送受信対策基金
現金及び預金 1¶899¶162¶753円
投資有価証券 1¶105¶830¶038円

高度電気通信施設整備促進基金
現金及び預金 1¶504¶787¶983円
投資有価証券 2¶697¶374¶896円

合 計 7¶217¶593¶670円

．重要な債務負担行為

契 約 内 容 契 約 金 額 翌事業年度以降
の支払金額

高次脳機能計測のための超高磁場磁気共鳴イメージングシ
ステム

1¶922¶655¶000円 1¶922¶655¶000円

Ｈ23`25年度高機能ブロードバンドネットワークテスト
ベッド回線（コア区間）

878¶535¶000円 871¶384¶500円

高次脳機能計測のための脳磁界計測システム 603¶750¶000円 603¶750¶000円

平成23`24年度高機能ブロードバンドネットワークテスト
ベッド回線（香港¥シンガポール¥タイ回線）

390¶600¶000円 383¶791¶680円

Ｈ23`25年度高機能ブロードバンドネットワークテスト
ベッド回線(小金井`大手町`白山)

297¶150¶000円 277¶452¶000円

独立行政法人情報通信研究機構本部で使用する電力需給契
約

240¶612¶248円 240¶612¶248円

111棟¤130棟クリーンルーム設備更新工事 145¶425¶000円 145¶425¶000円

独立行政法人情報通信研究機構神戸研究所で使用する電力
需給契約

134¶899¶489円 134¶899¶489円
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^ 未収入金
未収入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

_ 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

` 前受金
前受金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（注２）関係会社株式（貸借対照表計上額380¶728¶347円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため時価
開示の対象とはしておりません。

（注３）投資事業組合出資金（貸借対照表計上額92¶481¶649円）は、組合の財産が非上場株式など
時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているため時価開示の対象とは
しておりません。

．リース取引関係
１．ファイナンス・リース取引
\ リース資産の内容
主として、電磁波計測研究センターＥＭＣグループの研究業務におけるコンピュータシステ
ム（工具器具備品）であります。

] 不要財産となった理由
事業の終了及び業務見直しのため

^ 国庫納付等の方法
現金及び有価証券の譲渡収入による納付

_ 譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額
3¶892¶929¶438円

` 国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額
なし

a 国庫納付等の額
7¶296¶880¶174円

b 国庫納付等が行われた年月日
平成23年３月22日（政府出資金に係る分）及び平成23年３月31日（政府出資金以外）

c 減資額
3¶010¶438¶000円
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